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石炭火力削減に向けた具体的取組（ドイツ①）

（出典）脱石炭法等を基に作成。

 産炭国であるドイツでは、石炭は主要エネルギー源であり、2018年時点において石炭比率は容量
ベースで約21%。今後、段階的に廃止し、2038年までに全廃する方針。

 廃止対象は全ての石炭火力発電所であり、15万kW超の褐炭火力は、関係者間の協議により
廃止スケジュールが決定済。また、一般炭火力と小規模褐炭火力は今後、廃止に向けた入札を
実施。
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※入札から漏れた案件については、31年以降に補償なしに廃止措置が取られる
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス基本政策小委及び省
エネルギー小委員会合同 第4回石炭火力検討WG 資料4
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石炭火力削減に向けた具体的取組（ドイツ②）
 褐炭を扱う大手発電企業に対しては、鉱山閉鎖を含む廃炉関連費用として一定額を付与。
 一般炭火力と小規模褐炭火力には入札制度を導入して廃炉金を付与し、早期廃炉決定企業に
対し優位なインセンティブとなるような制度としている。

（出典）脱石炭法等を基に作成。
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• 大型の褐炭火力を保有するRWE社、LEAG社は、以下の補償を支払うことに政府と合意。プラント停
止後に15年間分割(無利子)で支払われる予定。
■RWE社：26億ユーロ（552万kW）
■LEAG社：17.5億ユーロ (300万kW)

• 一般炭火力と小規模褐炭火力は今後、連邦ネットワーク庁が実施する入札により廃止発電所を決定。
• 事業者は廃止に必要な補償金額を入札。入札価格が低い順に落札される。
• なお、早期廃炉に対するインセンティブとして、入札上限額は2027年にかけて減額されるように設定され
ている。
＜入札上限額＞
2020年：165ユーロ/kW
2021-2022年：155ユーロ/kW
2023年：116ユーロ/kW
2024年：107ユーロ/kW
2025年：98ユーロ/kW
2026-2027年：89ユーロ/kW

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス基本政策小委及び省
エネルギー小委員会合同 第4回石炭火力検討WG 資料4



石炭出口法関連規定(2020年成立)

補償金の配布・
廃止手続き実行

入札入札枠の決定削減目標決定 公募 落札

落札額(€/MW)の決定入札枠(MW)の決定

排出削減目標値
• 15GW(~2022/12/31)
• 8GW(~2030/4/1)
• 0GW(~2038/12/31)

※上記に記載のない年は上
記目標値に向けて毎年同量
ずつ削減する形で目標設定
する

入札期間：2020-2027年
短期入札制度採用の

2020・21年は削減量がそ
れぞれ決定済
2022年以降は各年度開

始時の市場電力総容量と
目標値の差で入札枠が決
定する

入札詳細情報をHP上で開
示

各年度の入札期日は全
て決定済み

例えば最後の入札である
2027年度分の入札期日
は2024年6月3日となる

各年の入札上限額は
165,000(2020年)～
89,000€/M(2027年)と
段階的に決定

入札価格の低い順に落札
落札量（MW）×
落札額(€／MW)で補償額
を決定

補償金は一回払い

廃止期限は契約の受諾
後7か月（20年度入札）～
30か月（27年度入札）まで

の間にそれぞれ実施する
必要がある
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資格の確認

入札の実施
入札結果の

公表
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入札要綱の
開示

補償金受領

関連事業所
へ閉鎖通達

入札参加却下
通知の受領

8週間~3か月
入札期限4~10週間

入札枠
決定

廃止手続き

廃止計画の
策定

7か月~30か月まで

連邦ネットワーク庁(BNetzA)は、系統安定性が危ぶまれる場合には、入札の停止、
落札後の廃止措置を一時停止することで系統安定性を図る（石炭出口法S55）

 廃止オークションでは、一般炭火力と小規模褐炭火力に対して廃炉金を付与し、早期廃炉決定企
業に対し優位なインセンティブが働く制度となっている。

 なお、連邦ネットワーク庁（BNetzA）は 、系統安定性が危ぶまれる場合には入札の停止や落札
後の廃止措置を一時停止することで、系統安定性を図ることができる。

廃止オークションの概要

4
（出典）脱石炭法を基に作成。



 2020年9月に開催されたオークション結果が2020年12月1日に公開。落札電源は、基本的に
2021年1月から売電が禁止される。

【参考】廃止オークションの結果（2020年9月開催）

（出典）ドイツ連邦ネットワーク庁（BNetzA）のHPより引用。

＜落札電源の所在地＞

【落札量】 約4.8GW（4,787.676MW）
※11件：褐炭2件、一般炭9件

【落札額】 最低入札額6,047€/MW
最高入札額150,000€/MW
※各発電所に対して、個別の落札額が支払われる。
※上限価格165,000€/MWに対し、落札額の加重
平均は66,259€/MWと大幅に下回った。

【落札額合計】 3億1700万€
※約380億円（1€=120円換算）

オークション結果の概要
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石炭火力削減に向けた具体的取組（イギリス）

（出典）Digest of UK Energy Statistics等を基に作成。

 イギリスではガス火力の導入が促進され、石炭由来の電源活用は2013年以降減少。2019年
時点における石炭比率は容量ベースで約8%と石炭依存度が低い。残存する石炭火力も高経
年化が進んでいることもあり、発電事業者に対する補償措置なく、2025年までに全廃する方針。
一部発電所では、廃止後の雇用を巡って労働組合との協議が行われている。

 CO2排出量450g-CO2/kWh以上の火力発電について、現状、新設及び更新が認められてお
らず、2025年からは既存設備にも適用される見込み。

 容量市場において、石炭火力は受渡年が2025年以降となる、2021年後半のオークションから参
加することができなくなる。
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Digest of UK Energy Statisticsに基づく実績推移 残存発電所
（各種公開情報より取得）

新設もしくは更新する火力発電所にCO2排出基準（450g-CO2/kWh上限）を適用
既設発電所にも
適用予定（法整備中）

廃止目標年

 うち1発電所については、2022年9月に廃止表明済み
 その他の発電所は、今後の方針について検討中。

24年に前倒しを検討

残存：4発電所

罰則 基準値を違反した事業者には、違反により得られた利益分を罰金に科すことができる

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス基本政策小委及び省エネル
ギー小委員会合同 第4回石炭火力検討WG 資料4 一部修正
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石炭火力削減に向けた具体的取組（フランス）
 フランスは原子力発電への依存度が高い分、石炭火力については、2018年時点において容量
ベースで約2%と依存度が低い。残存する石炭火力も高経年化が進んでいることもあり、発電事
業者に対する補償措置なく、 2022年までに全廃する方針。一部発電所では、労働組合からの
廃止に対する抗議・ストライキが行われた。

 2020年から火力発電所に550g-CO2/kWhの排出原単位基準を適用。
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（出典） RTE: Electricity report、Open Data Networks Energies等を基に作成。

RTE: Electricity report、Open Data Networks Energiesに基づく実績推移 残存発電所
（各種公開情報より取得）

残存：4発電所

火力発電所にCO2排出基準
（ 550g-CO2/kWh 上限）を適用

廃止目標年

 うち１発電所については、2021年4月に廃止表明済み
 その他の発電所は、今後の方針について検討中。

罰則 違反時には責任者へ1年間の懲役と15万
€の罰金に加え、会社または発電所の一時
閉鎖等を科すことができる

（係争案件）
 一部発電所では、廃止に関して労働組合から抗議が
なされており、ストライキも発生している

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス基本政策小委及び省エネル
ギー小委員会合同 第4回石炭火力検討WG 資料4 一部修正
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